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答   申 

 

 審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）２４条３項の規定に基づく保護申請却下処分の取消し

を求める審査請求について審査庁から諮問があったので、次のとおり答

申する。  

 

第１  審査会の結論  

   本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○区福祉事務所長（以下「処分庁」と

いう。）が、請求人に対し、平成３０年９月１４日付けで行った法

２４条３項の規定に基づく保護申請却下処分（以下「本件処分」と

いう。）の取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、本件申請に当たり、請求人の妹から３０万円を預かっ

ていたところ、当該３０万円は妹の資産であり、請求人らの資産で

はないから、本件処分において、請求人らの資産から控除しないで

収入認定した上で、請求人らに対する保護を否定した本件処分は違

法・不当である。本件処分は、法７条ないし９条の規定並びに日本

国憲法１１条及び１３条に違反している。  

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規  

  定を適用して棄却すべきである。  
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第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

平成３１年  ２月２１日  諮問  

平成３１年  ４月１９日  審議（第３２回第２部会）  

令和  元年  ５月１７日  審議（第３３回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る

資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持の

ために活用することを要件として行われると定める。  

⑵  法８条１項は、保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定

した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品

で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとす

ると定める。  

⑶  法１０条は、保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定

めるものとすると定める。  

⑷  法２４条は、１項において、保護の開始を申請する者は、厚生

労働省令で定めるところにより、要保護者の氏名及び住所又は居

所その他必要な事項を記載した申請書を保護の実施機関に提出し

なければならないと定め、２項において、１項の申請書には、要

保護者の保護の要否、種類、程度及び方法を決定するために必要

な資料を添付しなければならないと定める。そして、同条３項に

おいて、保護の実施機関は、保護の開始の申請があったときは、

保護の要否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して、書
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面をもってこれを通知しなければならないと定め 、４項におい

て、３項の書面には、決定の理由を付さなければならないと定め

る。  

⑸ア  「生活保護法による保護の基準」（昭和３８年４月１日付厚

生省告示第１５８号。ただし、平成３０年９月４日付厚生労働

省告示第３１７号による改正前のもの。以下「保護基準」とい

う。）は、法８条１項の規定にいう要保護者の需要について、

法１１条１項各号に掲げられている扶助の種類ごとに年齢別、

世帯構成別、所在地域別などの区分に応じて、個々の要保護世

帯に必要な保護の程度を具体的に算出するための定めを置いて

いる。  

イ  請求人世帯に対して保護を実施すべきか否かを判断する際に

検討されるべき扶助の種別としては、後述のとおり、生活扶助

及び住宅扶助（法１１条１項１ 号及び３号参照）であ るとこ

ろ、保護基準のうち、生活扶助費の基準額の算定に関する具体

的定めを抜粋すると、おおむね別紙２・１のとおりである。  

ウ  また、保護基準別表第３・１は、家賃、間代、地代等に係る

住宅扶助の基準額について、１級地では月額１３，０００円以

内と定め、同・２は、当該費用がこの基準額を超えるときは、

都道府県又は地方自治法２５２条の１９第１項の指定都市若し

くは同法２５２条の２２第１項の中核市ごとに、厚生労働大臣

が別に定める額の範囲内の額とすると定めている。  

⑹  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４

月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知。平成３０年９

月４日付厚生労働省発社援０９０４第３号による改正前のもの。

以下「次官通知」という。 ） 第１０は、「保護の要否及び程度

は、原則として、当該世帯につき認定した最低生活費と、第８に

よって認定した収入（以下「収入充当額」という。）との対比に

よって決定すること。」と 定めているところ、 次官通知は、第
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８・３・⑴ ・アにおいて、勤労（被用）収入について定めてお

り、官公署、会社、工場、商店等に常用で勤務し、又は日雇その

他により勤労収入を得ている者については、基本給、勤務地手

当 、 家 族 手 当 及 び 超 過 勤 務 手 当 等 の 収 入 総 額 を 認 定 す る こ と

（同・ (ｱ)）、勤労収入を得るための必要経費としては、勤労に

伴う必要経費として「基礎控除額表」（次官通知第８・３・⑷別

表）の額を認定するほか、社会保険料、所得税、労働組合費、通

勤費等の実費の額を認定すること（同第８・３・ア・ (ｲ)）とし

ている。  

⑺ア  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年

４月１日付社発第２４６号厚生省社会局長通知。平成３０年９

月４日付社援０９０４第１号による改正前のもの。以下「局長

通知」という。）第８・１・⑴・ア・ (ｶ)は、「賞与は、全額

を支給月の収入として認定すること。ただし、これによること

が適当でない場合は、当該賞与額を、支給月から引続く６か月

以内の期間にわたって分割して認定するものとすること。」と

している。  

イ  局長通知第８・１・⑷・アは、厚生年金保険法、国民年金法

等による給付で、６か月以内の期間ごとに支給される年金又は

手当については、実際の受給額を原則として受給月から次回の

受給月の前月までの各月に分割して収入認定することとし、

同・イは、老齢年金等で、介護保険法１３５条の規定により介

護保険料の特別徴収の対象となるものについては、特別徴収さ

れた後の実際の受給額を認定することとしている。  

ウ  局長通知第９・１は、「生活保護の相談があった場合には、

相談者の状況を把握したうえで、他法他施策の活用等について

助言を適切に行うとともに生活保護制度の仕組みについて十分

な説明を行い、保護申請の意思を確認すること。また、保護申

請の意思が確認された者に対しては、速やかに保護申請書を交
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付し、申請手続きについての助言を行うとともに、保護の要否

判定に必要となる資料は、極力速やかに提出するよう求めるこ

と。」としている。  

エ  局長通知第１０・２・⑴は、「保護の要否の判定は原則とし

てその判定を行う日の属する月までの３箇月間の平均収入充当

額に基づいて行うこととする。」としている。  

⑻ア  「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭

和３８年４月１日付社保第３４号厚生省社会局保護課長通知。

平成３０年９月４日付社援保０９０４第１号による改正前のも

の。以下「課長通知」という。）第１０・問５・答は、保護開

始時の要否判定を行う際、次官通知第１０に言う収入充当額を

算定するときには、いかなる経費を必要経費として認定すべき

かについて、次官通知第８の３により、勤労（被用）収入等、

収入の種類ごとに定められた当該収入を得るための必要経費の

実費及び同第８の３の⑸その他の必要経費のうち、ア、イ、オ

に掲げる費用の実費並びに勤労に伴う必要経費として局長通知

第１０の２の⑴に定める別表２「勤労に伴う必要経費として定

める額」において収入金額に応じて定める額（以下「別表控除

額」という。なお、世帯員が２人以上就労している場合には、

それぞれの額の総額である。）を認定するものであることとし

ている。  

イ  さらに、課長通知第１０・問１０の２・答の２・⑴は、手持

金の認定について、給与の残額については、平均収入として既

に評価済みであるから、開始月において給与の残額たる現金を

保有していても再度資産として評価しないとし、どれが給与の

残額であるか判然としないときは、給与総額に、経過日数（支

払日から申請日の前日までの日数をいう。以下同じ。）を３０

日で除して得た割合を１から減じて得たものを乗じて得た数値

をもって給与残額推計額とするとしている。  



- 6 - 

 

⑼  生活保護制度の具体的な運用・取扱いについて問答形式により

明らかにする「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１

日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡。平成３０年９月

４日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡「『生活保護問

答集について』の一部改正について」による改正前のもの。以下

「問答集」という。）第１０・１・１は、保護の要否及び程度の

決定について、「収入にしろ最低生活費にしろ月によって臨時的

な要素等による変動が予想されるところである。（中略）保護の

要否の判定すなわち保護を要する程度に生活が困窮しているか否

かの判断は、こうした月々の変動をある程度の期間を通じて平均

化して判断することが必要となる。」とする。  

⑽ア  東京都内の各福祉事務所から東京都に寄せられた生活保護の

取扱いに関する疑義照会事例のうち、他の福祉事務所の業務の

参考に供するものとしてまとめられた「生活保護運用事例集２

０１７」（平成２９年３月  東京都福祉保健局生活福祉部保護

課編。以下「運用事例集」という。）問８－１・答は、国民健

康保険料等の健康保険料について、減免等が利用できる場合、

利用した上でその者に賦課される最低限の額を実費で計上する

こととしている。  

イ  また、運用事例集問８－４・答は、年金残額の推計額の場合

は、支給額に、経過日数を、３０日に２（年金が２か月分一括

で支払われる場合）を乗じて得た数値により除して得た割合を

１から減じて得たものを乗じて得た数値をもって年金残額推計

額としている。  

２  以上の法令等の定めを基に、本件処分について検討する。  

⑴  請求人世帯の最低生活費について  

ア  請求人世帯の最低生活費は、生活扶助費及び住宅扶助費から

構成されるものと思料される。  

なお、請求人は、本件申請の直近の月において医療費ないし



- 7 - 

 

介護サービス費を負担したことを証する書面を提出していない

など、これらに係る出費を証明する資料が乏しいことから、医

療扶助費及び介護扶助費を認定することはできない（なお、こ

の点については、後述により補足する。）。  

イ  まず、 請求人世帯の生活扶助費における基準生活費につい

て、別紙２・１の算定基準に、保護基準が定める世帯構成別、

年齢別、所在地域別などの区分（請求人世帯の場合、２人世

帯、平成３０年４月１日現在の請求人の年齢６０～６９歳及び

同じく妻の年齢４１～５９歳、所在地域１級地―１の各区分に

該当する。）に応じて、請求人世帯の場合に該当する数値を、

別紙２・２のとおり具体的に当てはめて適用した上で算出する

と、請求人世帯の基準生活費は、１月当たり１１９，５２０円

と認定することができる。  

なお、請求人世帯の場合、生活扶助において基準生活費以外

の加算項目を適用すべき要素は、特に認められない。  

ウ  続いて、請求人世帯に対し実施すべき住宅扶助については、

請求人らは都営住宅に居住しているところ、住宅使用料減額免

除通知書によれば、その使用料は月額６，２００円であること

が認められ、これは、保護基準第３・１の１級地における基準

額１３，０００円の範囲内であるから、厚生労働大臣が別に定

める特別基準に依るまでもなく（１・⑸・ウ）、請求人世帯に

係る住宅扶助費として６，２００円を認定することができるも

のである。  

エ  さらに、請求人らが自立して最低生活を維持するための経費

として、請求人らが国民健康保険の被保険者として、保険料月

額６，０４０円を負担していることが認められる から（１・

⑽・ア。負担額は、処分庁が○○区の国民健康保険所管課にお

いて確認。）、これも請求人世帯の生活費として計上すべきも

のと考えられる。  
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オ  以上のとおり、イ（１１９，５２０円）、ウ（６，２００

円）及びエ（６，０４０円）の各金額を合計すると、請求人世

帯の最低生活費は、月額１３１，７６０円とすることが相当で

あると認められる。  

これについては、本件処分においても、同一の判断となって

おり（別紙１）、この点においては、処分庁の判断は適正で、

かつ違算もないものと認められる。  

⑵  請求人世帯の収入充当額について  

ア  妻の就労収入月額  ··················· ７２，６０２円  

(ｱ) まず、保護の要否の判定は原則としてその判定を行う日の

属する月までの３か月間を平均して得られる収入充当額に基

づいて行うとされているところであるが（１・⑺・エ）、妻

に対する給与支払日は月の下旬であり、本件申請書に添付さ

れた資料としては、平成３０年８月に支給がなされた同年７

月分給与支給明細書が最新のものであって、本件処分がなさ

れた日の属する月（平成３０年９月）の就労収入は明らかと

されていないことから、平成３０年６月から同年８月までの

間に支給がなされた就労収入を平均して収入として算定すべ

きであると解される。  

なお、当該期間に支給された給与及び賞与、通勤費及び源

泉徴収所得税については、資料により、具体的な金額が明ら

かであるので、以下それらの資料による数値を前提に算定す

ることとする。  

(ｲ) 賞与について  

賞与は支給月の収入としてその全額を認定することを原則

とし、原則によりがたい場合は支給月から引続く６か月以内

の期間にわたって分割して認定するものとするとされており

（１・⑺・ア）、そうすると、妻が平成３０年６月２９日に

支給を受けた臨時手当（２２，８８５円）は、原則に従って
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同年６月分の収入として認定すべきである。  

(ｳ) 平成３０年６月分の就労収入  

(ｱ)及び (ｲ)を前提とした上で、平成３０年６月の就労収入

を計算すると、同年５月分の給与（支給日同年６月２２日）

の支払総額（７８，０６０円）及び上記賞与としての臨時手

当（２２，８８５円）の合計額（１００，９４５円）から、

同 月 分 の 必 要 経 費 （ １ ・ ⑻ ・ ア ） で あ る 通 勤 費 （ ３ ０ ０

円）、所得税（４６７円）及び別表控除額（１６，２５０

円）を減じて得た８３，９２８円を同年６月分の就労収入と

して認定することが相当である。  

(ｴ) 平成３０年７月分の就労収入  

平成３０年６月分の給与（支給日同年７月２４日）の支払

総額（８９，９８０円）から、同月分の必要経費である通勤

費（３４０円）、所得税（１８０円）及び別表控除額（１

５，４７０円）を減じて得た７３，９９０円を同年７月分の

就労収入として認定することが相当である。  

(ｵ) 平成３０年８月分の就労収入  

平成３０年７月分の給与（支給日同年８月２４日）の支払

総額（７３，７４０円）から、同月分の必要経費である通勤

費（３００円）及び別表控除額（１３，５５０円）を減じて

（なお、 給与支給明細書によると当月の所得税の控除はな

い。）得た５９，８９０円を同年８月分の就労収入として認

定することが相当である。  

( ｶ ) 上 記 ( ｳ )、 ( ｴ )及び ( ｵ )の ３か月 の 就労収 入を 平均 すると

（ただし、円未満の端数は切り捨てる。なお、円未満の端数

計算の処理については、以下同様である。）、７２，６０２

円であり、この金額を妻 の勤労収入として 認定すべきであ

る。  

(ｷ) なお、処分庁は、妻が虚弱体質であるとの申し出を受け、
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直近３か月のうちもっとも給与支給総額の低い平成３０年７

月分を基とし、同月分の給与支給総額（７３，７４０円）か

ら別表控除額（１３，５５０円） のみを減じて得られた額

（６０，１９０円）を妻の就労収入として認定している が

（別紙１）、上記３か月間の就労収入がある以上、これらを

平均することがより妥当であるものと解せられる。なお、処

分庁の算定方法は、必要経費の除算（各月の対象費目の実額

を控除）に関しても、上記の１・⑻・アの方法と異なってお

り、これを採用することは相当でない。  

イ  請求人の年金収入月額  ··············· ４５，１０７円  

資料を見る限り、請求人は、老齢基礎年金及び老齢厚生年金

として、２か月分２９，８１７円（特別徴収により介護保険料

を控除された後の金額）、企業年金連合会老齢年金として、２

か月分４７，３９９円の支給を、それぞれ受けるべきものとさ

れていることが認められる。これら各２か月分の受給金額を、

それぞれ２で除して月額に換算した上で（１・⑺・イ）合算す

ると、３８，６０７円となり、処分庁はこれを請求人の年金収

入として認定している（別紙１）。  

しかしながら、処分庁が上記年金収入を認定する際に参照し

た各資料（年金振込通知書）は、事前の資料であり、記載され

た支給額は確定したものではない。実際の支給額について確認

することができる資料（請求人名義のゆうちょ銀行の総合口座

通帳）の記載によれば、老齢基礎年金及び老齢厚生年金につい

ては、平成３０年６月１５日の支給日には、年金振込通知書に

記載されたとおり、年金として２９，８１７円（同年４月及び

５月の２か月分）の振込がなされているものの、本件申請に近

接した同年８月１５日の支給日の年金振込額は、４２，８１７

円（同年６月及び７月の２か月分）となっていることが認めら

れる。すなわち、このときの年金の支給においては、年金振込
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通知書の予告とは異なり（なお、同通知書にも「８月以降の額

は、予定額として６月の額を記載しています。」との注記があ

る。）、介護保険料の特別徴収がなされていないことが明らか

である。そして、さらに同日、当該口座に別途○○区から、介

護保険料の還付金９，４００円が振込まれていることも、また

認められるものである。  

これは、 請求人が介護保険料の減免申請を行った結果で あ

り、平成３０年度については、８月の支給分以降は、老齢基礎

年金及び老齢厚生年金の支給において介護保険料の特別徴収は

なされないこととなったものと認められる。したがって、老齢

基礎年金及び老齢厚生年金 の受給 による２か月分の収入の額

は、４２，８１７円として、上記算定をし直すべきである。  

そうすると、その結果の合計の年金収入額は、月額４５，１

０７円となるものである。  

ウ  請求人らの手持金  ················· ２２１，５７６円  

(ｱ) まず、本件申請時の請求人らの手持現金は、請求人２，６

２１円、妻６，７４０円との申告により、合計で９，３６１

円であると認められる。  

(ｲ) また、請求人らの預貯金は、各資料から、請求人が６４，

０ ９ ０ 円 （ ゆ う ち ょ 銀 行 ６ ４ ， ０ ９ ０ 円 、 み ず ほ 銀 行 ０

円）、妻が２１６，１７９円（ゆうちょ銀行２１３，５２８

円、三菱ＵＦＪ銀行２，６５１円）、合計で２８０，２６９

円であることが認められる。  

(ｳ) 上記 (ｱ)及び (ｲ)の各金額を合わせて、請求人らの手持金の

合計額は、名目上２８９，６３０円となる。  

(ｴ) そして、手持金を収入として認定するためには、手持金額

から、直近に支給済みの給与及び年金の残額を控除する必要

があるところである。  

ａ  妻の給与残額の推計額は、同年８月支払分の給与支払総
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額（７３，７４０円）に、給与支給日（同年８月２４日）

から 本件申請の日の前日（同 年９月１０日）までの日数

（１８日）を３０で除して得た割合を１から減じて得たも

のを乗じて得た額であるから（１・⑻・イ）、これにより

算定すると、２９，４９６円となる。  

ｂ  請求人の老齢基礎年金・老齢厚生年金の残額の推計額

は、同年８月１５日の支給額（４２，８１７円）に、支給

日から本件申請の日の前日（同年９月１０日）までの日数

（２７日）を６０で除して得た割合を１から減じて得たも

のを乗じて得た額であるから（１・⑽・イ）、これにより

算定すると、２３，５４９円となる（なお、本件処分にお

いては、同年金の支給に当たって介護保険料の特別徴収に

よる控除があることを前提として算定した額１６，３９９

円を同年金の残額の推計額として計上しているが、上記の

とおりこれは相当でない。）。  

ｃ  請求人の企業年金連合会老齢年金の残額の推計額は、同

年８月１日の支給額（４７，３９９円）に、支給日から本

件申請 の日の前日（同年９月１０日）までの日数（ ４１

日）を６０で除して得た割合を１から減じて得たものを乗

じて得た額であるから（１・⑽・イ）、１５，００９円と

なる。  

ｄ  請求人らの給与 及び年金 の推定残額は、 上記の ａ（２

９，４９６円）、ｂ（２３，５４９円）及びｃ（１５，０

０９円）の合計額である６８，０５４円と認定することが

相当である。  

(ｵ) そうすると、請求人らの (ｳ)の名目上の手持金２８９，６

３０円 のうち、上記請求人らの給与及び年金の推定残額 ６

８，０５４円を控除した２２１，５７６円は、請求人世帯の

実質的な手持金として認定することができるものである。  
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エ  以上のとおり、ア（７２，６０２円）、イ（４５，１０７

円）及びウ（２２１，５７６円）の各金額を合計すると、請求

人世帯の収入充当額は、３３９，２８５円と認定することが相

当である。  

⑶  請求人世帯に対する保護の要否について  

ア  保護の要否は、原則として、当該世帯につき認定した最低生

活費と収入充当額との対比によって決定されるものであるとこ

ろ（１・⑹）、請求人らの最低生活費は、上記⑴のとおり１３

１，７６０円であると認定すべきであり、一方、請求人らの収

入充当額は、上記⑵のとおり３３９，３９５円と認定すべきで

ある。そうすると、請求人らにおいては、収入充当額が最低生

活費を上回っており、保護を実施すべき要件を満たしていない

ものであることから、本件申請を認めることはできないことと

なるものである。  

これと結論を同じくする本件処分は、妻の就労収入及び請求

人の年金収入の各認定において相当でない点があるが、これら

の点を考慮して収入充当額の数値を修正しても（なお、修正前

の本件処分における収入充当額は、別紙１のとおり３２７，５

２３円である。）、請求人世帯において収入充当額が最低生活

費を上回っていると認定した点については誤りはなく、その限

りで本件申請に対する判断として正当であるから、違法・不当

な処分ということはできない。  

イ  なお、本件処分通知書においては、「医療費と介護サービス

費の自己負担額が限度額であっても保護は否となります。」と

の記載がある。  

このことに関していえば、前記２・⑴・アのとおり、本件申

請の直近の月に請求人らにおいて医療費ないし介護サービス費

を負担したことを証する資料はないため、請求人世帯の医療扶

助費及び介護扶助費を認定することは できない 。しかしなが
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ら、請求人らの健康状態を考慮すると、請求人らが上記費用を

負担することは可能性として十分考えられることから、そのこ

とを織り込んだ上で請求人世帯の最低生活費を算出した場合

に、保護の要否の判定が覆るかどうかを、念のために言及した

のが上記記載であると解せられる。  

具体的には、請求人世帯において想定される医療費の自己負

担限度額は、３５，４００円、介護保険サービス費の自己負担

限度額は、２４，６００円であるから、これらの費用を加算す

ると請求人世帯の最低生活費は、最大限で６０，０００円増大

する可能性がある。しかしながら、その場合でも、最低生活費

を収入充当額が上回ることから、保護を受給する要件を満たさ

ないとの結論には変更がないものである。  

３  請求人は、本件処分は取り消されるべきであると主張する。しか

しながら、上記２に述べたとおり、上記１の法令等の定めるところ

によって、請求人世帯につき認定した最低生活費と収入充当額との

対比を行ったところ、保護の要件を満たしていないと判断されるも

のであって、妻の就労収入及び請求人の年金収入を正しく認定した

としても、本件処分による保護の要否の判定結果が覆ることはない

ものであるから、結論において本件処分に誤りがあるといえないこ

とは明らかであって、請求人の主張を採用することはできない。  

これに対し、請求人は、まず、請求人らの預貯金には、請求人の

妹からの預り金３０万円が含まれており、本件処分において請求人

らの手持金の一部として収入認定するのは違法・不当である旨を主

張する。しかしながら、本件処分以前に、請求人が請求人の妹から

３０万円を預かっていること、また、これを請求人世帯の生計維持

に活用することができないものであることを、処分庁に告げたこと

を認めるに足る証拠はない。そのほか、請求人らの預貯金に含まれ

ているという３０万円が、実際にそのような預り金としての性質を

有するものであることを裏付ける証拠もないものであるから、請求
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人の主張を採用することはできない。  

このほか、請求人は、本件処分が取り消されるべきであるとし

て、本件処分は法７条ないし９条並びに日本国憲法１１条及び１３

条の各規定に違反していることなど、さまざまな主張をしている。

しかしながら、上記に述べたように、本件処分が法の規定に違反し

ていることは、これを認めることができないものである。また、一

般に、法令の規定を正しく適用してなされたと認められる処分につ

いて、これを憲法の規定に違反しているとして、その効力を否定す

る判断を行うことは、もとより最高裁判所の専権に属する事項であ

って、司法機関ではない審査庁としては、そのような主張を採用で

きる限りではないものである。  

請求人の主張は、いずれも、本件処分の取消理由として採り上げ

ることはできないものである。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  

 

別紙１及び別紙２（略）  


